第３５回社会福祉士試験対策講座

（権利擁護と成年後見）
                        崎陽合同法律事務所
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　　　　　　　　　　弁護士・社会福祉士　伊　藤　　岳
第１　はじめに
　　本講座の目的は、
　　権利擁護と成年後見の科目で問題となる法律を全てマスターする！！

　　

ことではなくて・・・

　

 　合格の可能性を１％でも０．１％でも高める！！

　

　　ことを目的とします。

第２　社会福祉士試験について（再確認）
　１　試験時間と問題数　

（１）　共通科目　１１科目８３問を１３５分以内に解く。

（２）　専門科目　８科目６７問を１０５分以内に解く。

一問あたりにかけられる時間は、
共通科目は「約１．６分」

専門科目は約「約１．５分」
時間が足りない？
→　時間対策の重要性！
　２　合格基準

（1） 総得点の６０％（過去３年の合格ラインは、第３２回８８点・第３３回９３点・第３４回１０５点）

→　高得点を狙う必要はない。３～４割間違えても合格。
（2） 全科目で得点（１科目でも０点があるとアウト）
第３　社会福祉士試験にみる「権利擁護と成年後見の制度」
　１　なぜ、社会「福祉」士の試験で「法律」問題が出題されるのか？

確かに、「福祉」と「法律」は異質なものである。現場のソーシャルワーカーの多くは、「法律」に苦手意識を持っており、日々のソーシャルワークに「法律（弁護士）」を活用しているソーシャルワーカーの数は少ない。

２　しかしながら、
（１）高齢者に対する支援

　ア　介護態様の変化

　（ア）家族による介護（インフォーマルな介護）

（イ）介護保険による介護（国家制度によるフォーマルな介護）

（ウ）地域による介護（地域包括ケアシステム）

　イ　高齢者世帯の増加
　　　→　新社会福祉士養成講座１３・３８頁参照

　ウ　福祉サービスの契約化（措置から契約へ）と認知症高齢者の増加

　　　→　認知症患者は、２０２５年には約７００万人（新オレンジプラン参照）。

　　　　　今後も、増加することはあっても減少することはない。

（２）障害者に対する支援

　　　地域以降への流れ

　→　新社会福祉士養成講座１４・８頁

（３）利用者の多様なニーズとソーシャルワークによる限界

等の事情からすれば、ソーシャルワークの実践にあたり、必要最小限の「法律」の知識は必要不可欠であると考えられる。

　２　　　特色

　（１）　範囲が広い（憲法・行政法・民法・各種虐待防止法・消費者契約法ｅｔｃ）。
　（２）　福祉を中心に勉強をしている受験生にとって、苦手意識が強い。

　（３）　超難問が出題されることがある。

ｅｘ　  第２９回７８問（日本国憲法の社会権の具現化）
第２５回７８問（諾成契約・双務契約について）
　　　　第２４回７０問（介護保険法等に関する行政処分と行政不服申立て）
（４）　午前科目の最後の科目。

　　→　始めに解くのか、最後に解くのか。解く順番を決めておく。

　３　対策

　（１）　勉強する範囲を絞る。

　　　→　手を広げすぎるときりがない。

　（２）　確実に２点とれば十分。
　　　→　他の科目でカバーできる。

　（３）　捨てる勇気。

　　　→　時間対策。

　ｅｘ　社団法人日本社会福祉養成校協会・一般社団法人日本精神保健福祉士養成校協会　

平成２５年度社会福祉士・精神保健福祉士全国統一模擬試験７７問参照
	借家契約に関する次の記述のうち、正しいものを二つ選びなさい。

１　借家契約は、書面でしなければならないので、契約書等の書面なしで締結された借家契約は効力を生じない。

２　借家契約が締結された場合、当該契約には借地借家法が適用されるから民法が適用される余地は無い。

３　内縁の夫が死亡した場合、同居していた内縁の妻が借家契約の借主としての地位を承継することがあり得る。

４　借家契約の借主が破産をした場合、借主の保証人は滞納している家賃の支払いを免れる。

５　保証契約は書面でしなければならないので、契約書等の書面なしで締結された貸主と借主の連帯保証人との保証契約は効力を生じない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答　３・５

	　　　　　　　　　　　　出題の趣旨

　「借家保証」については、小項目の例示の一つとして挙げられているが、近年出題がされていない。そのため、本年において出題可能性が高いと考えられるため、出題した次第である。もっとも、本問は一般的な社会福祉士のテキストには説明がない難問である。近時の本試験では、本問のような難問が出題されることがあるが（第２９回７８問ｅｔｃ）このような問題を解くのに必要以上に時間をかけてはならない。特定の問題に時間をかけすぎることは、焦りを呼び、焦りは本来解ける問題を間違えてしまうというミスを呼ぶ。合格のための戦略を考えた場合、本問のような難問が出題された場合、「捨問」と割り切って次の問題に移ることも必要になることもあると思われる。本問を解くのに必要以上に時間をかけてしまい、全体の時間配分がうまくいかなかった受験生は、本試験までに、今一度、合格のための戦略を再考し、本試験に臨んでいただきたい。


第４　今回の講座の復習対象
１　成年後見制度

	権利擁護と成年後見の分野の最頻出分野であり、しかも問題の難易度は高くない。また、実務において、成年後見制度は、高齢者や障害者を支援するために必要不可欠な制度である。そのため、本研修でも丁寧に検討していくこととする。


（1） 　成年後見人の役割の概要

ア　　（通帳の預かり等を含む）財産の管理

イ　　契約の代理

ウ　　不適切な契約の取消
エ　　関係機関との調整
オ　　介護認定等の福祉サービス利用のための申請等
（2） 　成年後見制度の利用が検討される事案
	私は、ケアマネジャーの仕事をしています。今日は、私が担当している高齢のご夫婦の件で相談に来ました。ご主人は、全介助の状態であり施設に入所しています。奥様はご自宅で１人暮らしをしています。今までは、施設への利用料の支払は、奥様がしていました。ところが、先日、奥様が自宅で転倒し、病院に入院することになりました。そのため、施設の利用料の支払や、病院への医療費の支払をしてくれる人が居なくなってしまいました。支払を代わりにしてくれる親族もいないようです。私は、このご夫婦に対してどのような支援を行っていけばいいでしょうか。

	　私は、知的障害者の入所施設の相談員です。現在、入所中の方の支援で悩んでいます。

入所中の利用者の方は、４０代の男性です。ご両親はお二人とも７０代です。

　今までは、施設の利用料の支払等は、必要な物品の購入、病院にかかる際の手続等は、ご両親がしてくれていました。ただ、ご両親も高齢になってきていて、様々な手続の負担が大きくなっているようです。また、先日、ご両親から「自分達が亡くなった後に備えて、お金を蓄えている。自分達が死んだら、蓄えたお金は子どものために使って欲しい」との相談も受けました。私は、今後どのような支援を行っていけばいいでしょうか。

	私は、有料老人ホームの相談員です。現在、施設の利用者様のご家族から施設の利用料を支払ってもらえず困っています。当施設に入居しているのは８０代の男性です。身元引受人には、長男さんになってもらっています。利用者様の通帳等は、長男さんが管理をしており、以前はきちんと利用料を払ってもらえました。ところが、今年の５月以降、施設の利用料の支払がなされておらず、また、利用者の方へのお小遣いの送金等も止まってしまっています。私どもの施設のほうで、何度も長男さんに連絡を取っているのですが、連絡が取れません。

　施設だけではなく利用者様も、お小遣いがもらえず途方にくれています。

　どうすれば、お金をきちんと払ってもらえるようになるでしょうか。


成年後見制度の種類
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成年後見制度には、法定後見と任意後見の２種類があり、 法定後見には後見、保佐、補助の３つの類型がある。成年後見人等には、代理権・同意権・取消権の３つの権限が認められており、それぞれの類型ごとに認められる権限が異なる。

※１　特定の事項とは、民法１３条１項にあげられている、借金、訴訟行為、相続の承認や放棄、新築や増改築などの事項をいう。ただし、日用品の購入など日常生活に関する行為は除かれる。
※２　本人が特定の行為を行う際に、その内容が本人に不利益でないか検討して、問題がない場合に同意（了承）する権限をいう。保佐人、補助人は、この同意がない本人の行為を取り消すことができる。
※３　民法１３条１項にあげられている同意を要する行為に限定されない。
（１）後見人・保佐人・補助人の権限

	
	同意権※１
	取消権※２
	代理権※３

	後見人
	×
	○
	○

	保佐人
	○

（民法１３条１項）
	○

（民法１３条１項）
	○

特定の法律行為に限定

→　申立て必要

	補助人
	○

１３条１項の一部に限定

→　申立て必要
	○

１３条１項の一部に限定

→　申立て必要
	○

特定の法律行為に限定

→　申立て必要


＊１「同意権」とは、本人がある法律行為をする際に、事前に同意する権利を言う。同意を要する行為について、保佐人・補助人の同意なく契約がなされた場合、当該契約は取消しうるものとなる。

＊２「取消権」とは、成年被後見人等が行った契約を取り消すことができる権利を言う。

＊３「代理権」とは、成年被後見人等の代わりに、成年被後見人等のために契約を行なうことができる権利を言う。

（２）後見等の申立と本人の同意

　後見申立をする場合、本人の同意は「不要」である。

後見は「意思能力を失ったレベル」を意味するので、後見申立の場合、本　　人申立が事実上難しいことになる。

　  保佐申立の場合、本人の同意は「不要」であるが、代理権を付与する場合は、代理権の付与について本人の同意は「必要」である。

　　補助申立の場合、本人の同意が「必要」となる。
成年後見人と取消対象

· 　成年被後見人が建物の贈与を受けた場合、成年後見人は、贈与契約を取り消すことができる（２２－７３）。

　→　固定資産税等の負担を免れる必要がある。

· 　自己の所有する不動産の売却について成年被後見人が、後見人の事前の同意を得ていた場合であっても、成年後見人は、不動産の売買契約を取り消すことができる（２２－７３）。

· 　→　成年後見人に同意権は認められない。

· 　成年被後見人が自己の所有する不動産を売却したとき、その時点で意思能力を有していたとしても、成年後見人は、不動産の売買契約を取り消すことができる（２２－７３）。

　　　→　成年後見人の行為は、意思能力の有無に関わりなく取り消すことができる。

· 　成年被後見人が成年後見人の同意を得ないでした婚姻を、成年後見人が取り消すことができない（２２－７３）。

　　　→　民法７３８条において「成年被後見人が婚姻をするには、その成年
後見人の同意を要しない」と規定されている。

５　消費者被害を受けた者に対する対応

	　消費者被害を受けたものに対する対応の分野は、第２０回６７問・第２３回７０問・第２５回７７問で出題された後、第３１回８２問で久々に出題された。そのため、本年度の出題能性は高くはないと思われる。

　消費者被害を受けたものに対する対応の分野は、単に、知識を知っているだけではなく、具体的な事案を前提として考えさせるという形式でも出題されている（第２５回７７問・第３１回８２問）。このような出題形式の場合、回答を導き出すのに時間がかかることがある。しかしながら、このような出題形式の場合は、正解率が大きく低下すると考えられるので、あまり時間をかけすぎないように注意されたい。


消費者被害を受けた者の救済方法

１　クーリングオフ

　「訪問販売」や「電話勧誘販売」では、申込書か契約書のいずれかを交付された早いほうから、８日間の間はクーリングオフすることにより契約を無かったものとすることができる。
· 　相手方が「この契約はクーリングオフできない」と述べるなど、クーリングオフ妨害が認められた場合、クーリングオフの期間経過後もクーリングオフをすることができる。

· 　クーリングオフの起算点は、契約書等が交付された時点である。（適法な）契約書が交付されていない限りいつまでもクーリングオフは、可能である。
· 　クーリングオフをする場合、８日以内に文書を発信すればよい（９日目に相手方にクーリングオフの手紙が届いた場合でもＯＫ）。
· 　（法律上消耗品として指定されたものではない限り）商品を開封したり、使用した後でも、クーリングオフは可能である。

· 　クーリングオフをする際に、理由は必要ない。

· 「相手方とクーリングオフはしない」という契約を締結した場合でもクーリングオフは可能である。

· 　クーリングオフは、口頭や電話でもなしうる。

→　実務的には、後日の紛争防止のため内容証明等の書面で行なう。

· ３０００円未満の現金取引の場合、クーリングオフはできない。
· 「通信販売」は、クーリングオフはできない。

２　消費者契約法の活用

（1） 重要事項の不実告知による取消
　契約の重要事項について、事実と異なる告知（不実告知）を告げられ、重要事項を誤認して契約をした場合、消費者契約法により、当該契約を取り消しうる。

　ｅｘ　これを飲めば糖尿病が必ず良くなるといわれ、サプリメントを購入　したが、効果が無かった。

（2） 断定的判断の提供による取消
　将来における変動が不確実な事項につき断定的判断を提供されたため、その内容が確実であると誤認をして契約をした場合、消費者契約法により、当該契約を取り消しうる。

　ｅｘ「パチスロで絶対勝てる攻略情報を提供する」といわれ、多額の会員　　両を払った。

（3） 不利益事実の不告知による取消
　契約の重要事項に関連する事項について利益となることを告げ、かつ不利益となる事実を故意に告げなかったために、告げられなかった事実が存在しないと誤認して契約をした場合、消費者契約法により、当該契約を取り消しうる。

　ｅｘ　「絶対に儲かる先物取引がある」と勧誘され、契約をしたが、実際には、相場が暴落し、損害を負ってしまった。
（4） 困惑による取消
　　契約の際に「退去するよう告げたのに退去せず」（不退去）または、「店等から退去しようとしているのに退去させてもらえなかった」（退去妨害）ため、困惑し、契約の締結に至った場合、消費者契約法により当該契約を取り消しうる。

３　民法の活用

（1） 錯誤無効

　契約の締結の際に、錯誤があった場合、民法９５条により当該契約の無効を主張しうる。
（2） 詐欺取消

　詐欺により契約が締結された場合、民法９６条により当該契約を取り消しうる。

（3） 公序良俗違反無効

　契約の内容が公序良俗に反する場合、民法９０条により、当該契約の無効を主張しうる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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